
                                     資料１  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                平成２３年８月３日  

 

 

 

電波法施行規則及び無線設備規則の各一部を改正する省令案について 

（平成２３年８月３日 諮問第２２号） 

 

［60GHz帯の特定小電力無線局の周波数拡張に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （高橋課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局移動通信課 

                         （谷口課長補佐、松井係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８９６ 
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諮問第２２号説明資料 

 

電波法施行規則及び無線設備規則の 

各一部を改正する省令案について 
（60GHz 帯の特定小電力無線局の周波数拡張に関する制度整備） 

 

１ 諮問の背景 

 60GHz 帯（59GHz～66GHz）の特定小電力無線局については、平成 12 年 2 月の電気通信技

術審議会諮問 107 号「60GHz 帯の周波数の電波を使用する無線設備の技術的条件」の答申を

受け、平成 12 年 8 月に制度整備が行われたものである。 

 近年、当該 60GHz 帯に関する技術開発及び国際標準化活動が活発に進められており、IEEE 

802.15 WG（注１）において、平成 21 年 9 月に IEEE802.15.3c 規格が策定されたところで

あり、IEEE 802.11 WG（注２）においても、60GHz 帯における無線 LAN（Local Area Network）

の規格として、IEEE802.11ad の規格策定に関する審議が始められている。 

60GHz 帯の免許不要周波数帯は、各国では IEEE 等の国際標準化団体で定められている４

チャネルであるが、我が国は３チャネルとなっている。今般、「ワイヤレスブロードバンド

実現のための周波数検討ワーキンググループ」とりまとめ（平成 22 年 11 月 30 日）におい

て、「家庭・オフィスでのブロードバンド環境を整備するため、2012 年を目標として、60GHz

帯の利用帯域を 2GHz 拡張し、57-66GHz とすることについて検討するべきである」とされた

ことに伴い、国際各国の機器との更なる相互利用を可能とするため、我が国の 60GHz 帯の

免許不要周波数を４チャネルに拡張して、利便性の向上を図り国際競争力強化するもので

ある。 

 以上のことから、60GHz 帯特定小電力無線局の周波数を拡大し、下限周波数について現在

の 59GHz から 57GHz とすること等を定めるため、電波法施行規則及び無線設備規則に関す

る規則の各一部を改正するものである。 

 

注１：IEEE 802.15 WG は、WPAN（Wireless Personal Area Network、個人用無線ネットワーク）の

標準化を行っているワーキング・グループ 

注２：IEEE 802.11 WG は、無線 LAN の標準化を行っているワーキング・グループ 

 

２ 改正省令の概要 

(1) 電波法施行規則の一部を改正する省令案 

 60GHz 帯の特定小電力無線局の周波数を変更する。（第６条） 

 

(2) 無線設備規則の一部を改正する省令案 

① 60GHz 帯の特定小電力無線局の周波数を変更する。（第９条の４、第 14 条、第 24 条、

第 49 条の 14、別表第１号） 

② 60GHz帯の陸上移動業務の無線局の周波数を変更する。（第24条、第49条の25の３、
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別表第１号、別表第３号） 

 

３ 施行期日 

 平成２３年８月 公布・施行（予定） 

 



60GHz帯(59～66GHz）の特定小電力無線局周波数の使用周波数拡大

アメリカ、カナダ
、韓国

日本

7GHz幅

7GHz幅

57GHz 58 59 60        61 62 63 64 65             66

ヨーロッパ 9GHz幅

チャネル１ チャネル２ チャネル４

240MHz 120MHz
チャネル幅 2160 MHz

チャネル３

57                 58                   59                60                   61                 62                 63  64                 65                  66         fGHz

58.32GHz 60.48GHz 62.64GHz 64.8GHz

国際標準化されたミリ波帯のチャネルプラン

各国の60GHz帯の割当状況

○ 現在、日本の特定小電力無線局として59～66GHzが割当てられており、国際標準化されたミ
リ波帯のチャネルプランのチャネル２～４の3チャネルのみが利用可能な状況である。

○ 周波数を2GHz拡張し57～66GHzとすることで、チャネル１～４の4チャネルが利用可能とな
り、各国の機器との相互利用が可能となり、利便性が向上するとともに、国際競争力強化に
資する。

３

日本においては、57-59GHzは陸上移動業務の無
線局（放送事業用以外）に割り当てている



2GHz縮小

54

60GHz帯周辺の割当状況

56 58 60 62 64 66

特定小電力（データ伝送用等）(59～66GHz)
設備規則：49条の14

（54.25-59GHz）
設備規則：49条の25の3

放送事業用（54.27-55.27GHz）
設備規則： 37条の27の21

GHz

特定小電力（車載レーダー）（60-61GHz）
設備規則：49条の14

周波数拡大

54 56 58 60 62 64 66

特定小電力（データ伝送用等）(59～66GHz)
設備規則：49条の14

（54.25-57GHz）
設備規則：49条の25の3

放送事業用（54.27-55.27GHz）
設備規則： 37条の27の21

GHz

特定小電力（車載レーダー）（60-61GHz）
設備規則：49条の14

2GHz拡大

旧設備は10年間のみ存続を認める。

【改正概要】
・60GHz帯特定小電力無線局の周波数を拡大
（電波法施行規則第６条及び無線設備規則第49条の14 等）
・無線設備規則第49条の25の３の周波数の周波数を縮小（放送事業用以外）

＊全国で36局のみ（空中線電力3mW 免許人：ソフトバンクモバイル）
・経過措置（旧無線設備は平成３３年まで使用を可能とする措置等）

60GHz帯(59～66GHz）の特定小電力無線局周波数の使用周波数拡大

４

PC

利用イメージ



                                     資料２  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                平成２３年８月３日  

 

 

 

周波数割当計画の一部を変更する告示案について 

（平成２３年８月３日 諮問第２３号） 

 

［６０ＧＨｚ帯特定小電力無線局の周波数拡大に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （高橋課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波政策課 

                         （白石周波数調整官、伊藤係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８７５ 
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諮問第 23 号説明資料

 

 

周波数割当計画の一部変更案について 

（60GHz 帯特定小電力無線局の周波数拡大に伴う制度整備） 

 

 

１ 諮問の概要  
 

平成12年８月に制度整備が行われた60GHz帯（59GHz～66GHz）の特定小電力無線局に

ついては、近年、技術開発及び国際標準化活動が活発に進められているところ、総務

省において昨年開催された「ワイヤレスブロードバンド実現のための周波数検討ワー

キンググループ」のとりまとめ（平成22年11月30日）においては、「家庭・オフィスで

のブロードバンド環境を整備するため、2012年を目標として、60GHz帯の利用帯域を

2GHz幅拡張し、57GHz～66GHzとすることについて検討するべきである」とされたとこ

ろである。 

今般、これを踏まえ当該使用周波数帯域の拡張を図るため、周波数割当計画の一部

を変更するものである。 

  

 

２ 改正概要  

（１）57－59GHz 帯の移動業務の周波数区分における無線局の目的に、新たに小電力業

務用（ミリ波画像伝送用及びミリ波データ伝送用）を追加すること。 

（２）特定小電力無線局の周波数拡大に伴い、57-59GHz 帯を使用する既存の移動業務

の無線局に対して、使用期限を設けること。 

 

 

３ 施行期日  
 

答申受領後、速やかに周波数割当計画を変更し、官報に掲載する。 
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一 
 

○周波数割当計画（平成20年総務省告示第714号） 

                                                                （傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現    行  

第１ 総則 第１ 総則  

１～８ （略） １～８ （略）   

第２ 周波数割当表 

１～７ （略） 

第１表 （略） 

第２表 （略） 

第２ 周波数割当表 

１～７ （略） 

第１表 （略） 

第２表 （略） 

 

第３表 10GHz－275GHz 第３表 10GHz－275GHz  

 国内分配（GHz） 

（４） 

無線局の目的 

（５） 

周波数の使用に関する条件 

（６） 

  国内分配（GHz） 

（４） 

無線局の目的 

（５） 

周波数の使用に関する条件 

（６） 

  

 （略） （略） （略） （略）   （略） （略） （略） （略）   

 57-58.2 

J189 

地球探査衛

星（受動） 

宇宙研究（

受動） 

    57-58.2 

J189 

地球探査衛

星（受動） 

宇宙研究（

受動） 

    

  固定 

 

電気通信業務用 

公共業務用 

放送事業用 

一般業務用 

    固定 

移動 J204 

電気通信業務用 

公共業務用 

放送事業用 

一般業務用 

  

 

  衛星間 

J202 

電気通信業務用 

公共業務用 

    衛星間 

J202 

電気通信業務用 

公共業務用 

   

  移動  

J201A J204 

電気通信業務用 

公共業務用 

放送事業用 

小電力業務用（

ミリ波画像伝送

用及びミリ波デ

ータ伝送用） 

一般業務用 

小電力業務用（ミリ波画像伝

送用及びミリ波データ伝送用

）への割当ては、別表９－９

による。 

        

  無線標定 公共業務用 

一般業務用 

    無線標定 公共業務用 

一般業務用 

   

 58.2-59 

J189 J201 

地球探査衛

星（受動） 

宇宙研究（

受動） 

    58.2-59 

J189 J201 

地球探査衛

星（受動） 

宇宙研究（

受動） 

   

  固定 電気通信業務用 

公共業務用 

放送事業用 

一般業務用 

 

    固定 

移動 

電気通信業務用 

公共業務用 

放送事業用 

一般業務用 

 

  



 

二 
 

  移動 

J201A 

電気通信業務用 

公共業務用 

放送事業用 

小電力業務用（

ミリ波画像伝送

用及びミリ波デ

ータ伝送用） 

一般業務用 

小電力業務用（ミリ波画像伝

送用及びミリ波データ伝送用

）への割当ては、別表９－９

による。 

 

       

 （略） （略） （略） （略）   （略） （略） （略） （略）   

   

国内周波数分配の脚注 （略） 国内周波数分配の脚注 （略）  

J１～J201 （略）  J１～J201 （略）   

J201A 

 移動業務（小電力業務用を除く。）によるこの周波数帯の使用は、平成33年12月31日ま

でに限る。 

  

J202～J210 (略) J202～J210 (略)  

   

別表１～９－８ （略） 別表１～９－８ （略）  

   

別表９－９ ミリ波画像伝送用及びミリ波データ伝送用特定小電力無線局の周波数表 別表９－９ ミリ波画像伝送用及びミリ波データ伝送用特定小電力無線局の周波数表 

  

61.5GHz 

 

   

62.5GHz 

 

 

  

別表９－10～11－４ （略） 別表９－10～11－４ （略） 

  

国際周波数分配の脚注 （略） 国際周波数分配の脚注 （略） 

  

第３・第４ （略） 第３・第４ （略） 

  

 



60GHz帯特定小電力無線局の周波数拡大
（周波数割当計画の一部変更）

57

地球探査衛星／宇宙研究
地球探査衛星
宇宙研究

固定

衛星間衛星間

無線標定 無線標定

58.2 59 64 6659.3

移動

60GHz帯特定小電力無線局（ミリ波画像伝送用及びミリ波データ伝送用）周波数拡張

周波数配置

改正内容

【GHz】

 60GHz帯特定小電力無線局（ミリ波画像伝送用及びミリ波データ伝送用）について、

現行の使用周波数帯域（59-66GHz）を2GHz幅拡張し、57-66GHzとすること。

 57-59GHz帯の周波数を使用する既存の移動業務の無線局について、その使用期限を

設定（平成33年12月31日まで）すること。

【参考資料】



                                     資料３  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                平成２３年８月３日  

 

 

 

電波法施行規則の一部を改正する省令案について 

（平成２３年８月３日 諮問第２４号） 

 

［電波法の一部を改正する法律の一部施行に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （高橋課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局移動通信課 

                         （村田課長補佐、岡部主査） 

                         電話：０３－５２５３－５８９３ 
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諮問第２４号説明資料 

 

電波法施行規則の一部を改正する省令案について 

～電波法の一部を改正する法律の一部施行に伴う制度整備～ 

 

１ 諮問の背景 

 第 177 回国会において、電波法の一部を改正する法律（平成 23 年法律第 60 号。以

下「改正電波法」という。）が本年５月 26 日に成立したところ。 

 同法において、附則第１条第２号に掲げる規定（特定基地局の開設計画の認定に関

する規定の整備等に係る部分）については、法の公布の日（平成 23 年６月１日）か

ら起算して３月を超えない範囲内で施行することとされており、これに必要な規定の

整備を行うため、電波法施行規則の一部を改正するもの。 

 

 

２ 改正の概要 

 改正電波法において、現に既存の無線局が使用している周波数であり、周波数割当

計画において使用の期限が定められているものを特定基地局が使用する場合の開設

計画の認定の有効期間については、10 年を超えない範囲内において総務省令で定める

こととされているため、今般、電波法施行規則において当該認定の有効期間を 10 年

と定めることとする。 

 

○電波法施行規則の一部を改正する省令案 新旧対照表 

改 正 案 現   行 

（開設計画の認定の有効期間） 

第九条の二 法第二十七条の十三第六項に規定

する開設計画の認定の有効期間は、当該認定の

日から起算して五年（法第二十七条の十二第二

項第二号括弧書に規定する周波数を使用する

特定基地局の開設計画の認定にあつては、十

年）とする。 

（開設計画の認定の有効期間） 

第九条の二 法第二十七条の十三第六項に規定

する開設計画の認定の有効期間は、当該認定の

日から起算して五年とする。 

 

 

３ 施行期日 

 平成 23 年８月 31 日 

 ※ 改正電波法の施行期日と同日に施行 
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電波法の一部を改正する法律（平成 23 年法律第 60 号） 

新旧対照表（抜粋） 

 

改正後 現行 

（特定基地局の開設指針） 

第二十七条の十二  （略） 

２ 開設指針には、次に掲げる事項を定
めるものとする。 

一 （略） 

二 周波数割当計画に示される割り当
てることが可能である周波数のうち
当該特定基地局に使用させることと
する周波数及びその周波数の使用に
関する事項（現にその周波数の全部
又は一部を当該特定基地局以外の無
線局が使用している場合であつて、
その周波数について周波数割当計画
において使用の期限が定められてい
るときは、その周波数及びその期限
の満了の日を含む。） 

三～六 （略） 

３ 総務大臣は、開設指針を定め、又は
これを変更したときは、遅滞なく、こ
れを公示しなければならない。 

（開設計画の認定） 

第二十七条の十三 （略） 

２～５ （略） 

６ 第一項の認定の有効期間は、当該認
定の日から起算して五年（前条第二項
第二号括弧書に規定する周波数を使用
する特定基地局の開設計画の認定にあ
つては、十年）を超えない範囲内にお
いて総務省令で定める。 

７ （略） 

（特定基地局の開設指針） 

第二十七条の十二  （同左） 

２ 開設指針には、次に掲げる事項を定
めるものとする。 

一 （同左） 

二 周波数割当計画に示される割り当
てることが可能である周波数のうち
当該特定基地局に使用させることと
する周波数及びその周波数の使用に
関する事項 

 

 

 
 

三～六 （同左） 

３ 総務大臣は、開設指針を定め、又は
これを変更したときは、遅滞なく、こ
れを公示しなければならない。 

（開設計画の認定） 

第二十七条の十三 （同左） 

２～５ （同左） 

６ 第一項の認定の有効期間は、当該認
定の日から起算して五年を超えない範
囲内において総務省令で定める。 

 

 

７ （同左） 

 

（参考１） 



電波法の一部を改正する法律の概要（周波数再編関係）

既存の免許人等
開設希望者A

（携帯電話事業者）

開設希望者B
（携帯電話事業者）

国
開設指針の制定
※終了促進措置に関する事項

①

②

• 負担可能額等を踏まえてＢ事
業者に決定
（開設計画の認定）

• 既存の無線局に関する事項に
係る情報を提供

③

終了促進措置の実施（周波数の
変更等に要する費用の負担等）

周波数の変更
の手続等

④

⑤

• 開設指針の規定事項の追加
 既存システムの周波数の使用期限
 既存無線局による周波数の使用を使用期限前

に終了させるために特定基地局を開設しようとす
る者が行う費用の負担その他の措置（終了促進
措置）に関する事項

• 開設計画の記載事項の追加
終了促進措置の内容
終了促進措置に要する費用の支弁方法

• 開設計画の認定の有効期間の上限を５年から10年に
延長

• 終了促進措置の対象となる無線局に関する情報の提
供

改正の内容

開設計画の提出
※ 終了促進措置の内容、

費用の支弁方法を記載

改正の概要

特定基地局（携帯電話基地局）を新規に開設しようとする者が、既存無線局の周波数変更に要する費用を負担す
ることによって早期にサービスを開始することができるよう、当該費用の負担に関する事項を開設指針の規定事項
及び開設計画の記載事項に追加する。
※ 開設計画の認定制度は、開設計画の認定を受けた事業者のみに、特定基地局の免許の申請を認める制度。
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